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表 82 県債の残高推移と見通し 

 

 

（資料：「長野県財政の状況」（平成 22 年 2 月） 

 

県債の中期的な見通しとして、平成 22 年 2 月に中期財政試算が公表されている。

そこでは、地方税収の減収が大きくなったことを反映して、平成 22 年度の臨時財政

対策債の発行額が、平成 21 年度よりも 270 億円増加して 834 億円になるという見通

しを立てている。その結果、県債の残高総額の見通しも増加している。 
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表 83 県債残高の見通し 

 

（注）臨時財政対策債発行見込 H20 年 279 億円、H21 年 564 億円、H22 年 834

億円（270 億円増加） 

（資料：長野県中期財政試算（平成 22 年 2 月）） 

 

 

このような状況において、県債残高については、景気循環を通じて、中長期的な

目標水準（債務残高の水準、一般財源に対する県債の割合、労働人口 1人当たりの

金額等）があると、財政運営の信頼感や安心感がより増すのではないかと考える。 

例えば、平成 20 年度の普通会計の県債残高は、一般財源等の経常的収入（県債

発行額、基金取崩額を除く経常的な収入）の何年分に相当するのかを計算すると、

県債残高 1兆 5,748 億円は、経常的収入 5,713 億円の約 2.76 年分に相当する。 

次に、経常的な資金収支（県債収入・基金取崩額を除く経常的収入から経常的支

出を控除したもの。企業会計の営業キャッシュ・フローに相当する）は 903 億円と

なり、それと県債残高との比較では、県債残高は 17.44 年分に相当する。 

企業会計では、一般的に、償還可能な借入金残高は営業キャッシュ・フローの 10

年分といわれており、そのまま当てはめると望ましい県債残高は 9000 億円から 1

兆円となる。 

国には課税権があり、無駄な支出の削減が前提であるが、支出に見合う水準まで

課税すること（税金を上げること）が可能である。しかしながら、県においては、

国のような課税権はあるといえない。むしろ、収入に見合うだけの支出に削減する

ことが、行財政改革の基本となるだろう。県の財政運営は、財務諸表の改善を目的

としているわけではないが、財政の持続可能性に対する県民の信認を得ることは重

要なことである。今後の課題であろうが、景気循環の中で債務水準を一定程度以下

に抑えるような目標を示すことも有用であると考える。 

 




